
【産業構造変化に対応した学び直し・生涯学習機会の提供】

○職種転換を円滑に進めるためには学び直しが必要

◆社会人受講者数（左図）と今後学び直しが必要な人数（右図）

◆25歳以上の入学者の割合の国際比較（2009）

◆リカレント教育受講において想定される課題

◆リカレント教育の教育機関の選択において重視する点

社会人の学びを支える環境づ
くり

企業の第一戦で活躍する人材
による教育機会の充実、イン
ターンシッププログラムの提供

学びと仕事の両立を図るため
の環境整備 （ワークライフバ
ランスの確保等）

学び直した学習成果を積極的
に評価（処遇への反映等）

社会人の学び直しで求められ
る実践的な知識・技術・技能
等の明確化

社会人による講話／授業

学生・生徒のインターンシップ
の受入れ

生涯にわたる学びの基盤づくりとし
てのキャリア教育・職業教育の充実

○ 大学生の就業力育成、就職支援体制、
産学連携等の充実

○ 産学官の連携による専修学校の質保
証・向上

○ 体系的・系統的なキャリア教育実践の
促進、学校と地域・社会や産業界等が連
携・協働した取組の促進

○ 専門高校と大学・研究機関・企業等との
連携による、高度職業人の育成の推進

学び直しの促進

○大学・専修学校等と産業界がコンソーシア
ムを組織化し、社会人のニーズに対応した
プログラムづくりや学習システムの構築

○ 大学・専修学校等における履修証明制度
の活用促進

○ 放送大学の科目充実・学習センターの活
用促進

○ 民間教育サービスの評価・情報公開シス
テムの構築

具体的な取組現状

○大学型高等教育機関
OECD各国平均２１．１％ 日本２．０％

○非大学型高等教育機関
OECD各国平均３９．８％ 日本１６．６％

仕事が忙しい ７２．３％ 費用負担が大きい ７１．０％

カリキュラムが魅力的であること ７４．０％

◆ 産業界との連携 ◆
～産業界にお願いしたいこと～

出典：「OECD教育データベース2009年」
（日本の数値は「学校基本調査」と文部科学省調べによる社会人入学生数）

20万人
／年

2010年～
2020年
産業構造
転換によ
り、生産工
程・労務職
が減少、専
門技術職
業が増加し
て、職種転
換が必要と
なる人数
（注2）。

履修証明制度 ※
5,817人

12.2万人／年
（注1）

科目等履修制度 ※
18,267人

専修学校の附帯事業
48,626人

大学院の社会人入学者
1.8万人

大学（学士課程）の
社会人入学者 1.2万人

専修学校の入学者のうち就業
している者 16,998人

（注）１．平成24年度。一部推計値含む。※については21年度。
２．平成24年度産業構造審議会新産業構造部会報告書

○我が国の高等教育機関への進学における25歳以上
入学者の割合は低い

○学び直しの課題として、仕事の忙しさや費用負担を上
げる人が多い。教育機関の選択については、魅力的な
カリキュラムを重視

求められる人材像について教
育機関との対話・協働の促進
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事例：専修大学「ＫＳ（川崎・専修）ソーシャ
ル・ビジネス・アカデミー」

目的：福祉・環境・文化など地域・社会の課題
に関心を持つ市民を対象に，コミュニティ
ビジネス、ソーシャルビジネスの起業へ向
けた専門知識とスキルを提供し、川崎市と
共同で担い手を育成する。（修了後に副
市長（公募制）に就任した者もいる。）

編成方法： 講習
授業形態： 講義・事例研究・体験実習
証明書取得に必要な履修期間： ５ヶ月
受講料： 受講生 50,000円

科目等履修生（１科目）10,000円
募集人数：受講生３０名、科目等履修生５名
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１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移（平成元年度以降）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者＋中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数＋中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者

当該年度の高校等卒業者
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者

当該年度の大学・短大志願者

平成21～32年頃は，ほぼ横ばいで推移

平成33年頃から

再び減少

出典：文部科学省「学校基本調査」、平成37年～42年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成 22

18歳人口は平成21年～32年頃まで横ばいで推移。その後、再び減少

【大学数（国公私立）】

私立（短大）

公立（短大）

国立（短大）

私立（大学）

公立（大学）

国立（大学）

（出典）文部科学省「学校基本調査」

（校）

※学生募集停止の学校も含む。
※通信教育課程のみ置く学校は含まない。

短期大学数は四大化や廃止により減少。平成１３年以降は四大・短大の合計数も減少。
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１０年以上前から大学・短大数は減少している
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